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研究要旨 

【研究目的】本研究は、先行研究にて開発した歯科疾患実態調査に関連した調査項目の入力補助シス

テムを用いて、実際の歯科疾患実態調査の会場において実証研究を通じて実装可能な入力補助システ

ムの活用方法を検討するともに、当該システムの円滑な導入に必要な利用マニュアルを作成すること

を目的とした。 

 

【研究方法】歯科疾患実態調査の遂行と関連する作業についてのシステム開発とマニュアル作成につ

ついては、先行して開発した入力補助システムに対する要求仕様を検討し、アプリケーション改修を

進めた。アプリケーション改修に併せて、問診項目に対する被験者自身のスマートフォンを用いた回

答アプリを開発し、その使い勝手に関するアンケート調査を実施した。入力補助システム開発につい

ては、被験者自身のスマートフォンを用いて受付および自記式調査を行う機能について、愛知県、東

京都、栃木県、札幌市、長崎市での歯科疾患実態調査の実施会場において、被験者に利用を依頼し、

その使い勝手に関する調査を実施した。 

 

【結果と考察】入力補助システムは、インターネット常時接続を必要としないスタンドアローン型ア

プリケーションとして設計した。使用する iPad は、ユーザーインターフェースの工夫を行なった。

本入力補助システムは、紙の調査票と比較して、項目入力の精度向上や省力化につながり、かつ集計

や統計処理においても有用性を発揮すると考えられた。歯科実態調査会場において被験者のスマート

フォンを用いて受付および自記式調査を依頼したところ、スマートフォンでの入力は、とても簡単・

簡単とした者は約９割であったが、高齢者においてはその割合は小さかった。高齢者に対する配慮、

具体的には、受付に従事する者、あるいは補助者による簡単な指示を必要とすることが示唆された。 

 

A．研究目的 

 歯科疾患実態調査は、わが国の歯科口腔保健の重要施策に必要な基礎資料を提供する歯科独自の唯

一の統計調査である。昭和 32（1957）年から実施されており、第１回調査の被調査者数は 30,504名で

あったが、直近の令和４（2022）年第 12回調査では 2,709名と減少が続いている。被調査者数の減少

は、調査結果の信頼性を低下させ、「歯・口腔の健康づくりプラン」の科学的な実行性に対して影響を

与えかねない。 

 令和５年度に申請者が研究代表者を務めた厚労科研「歯科疾患実態調査の効率的・効果的な実施方

法等に関する研究」では、歯科疾患実態調査の調査項目（被調査者情報、問診項目、および口腔内診

査項目）の入力補助を可能とする電子媒体システムの開発を行ってきた。本研究では、令和５年度に

開発した歯科疾患実態調査に関連した調査項目の入力補助システムを用いて、実際の歯科疾患実態調



    

査の会場において実証研究を通じて実装可能なシステムを完成すること、および当該システムの円滑

な導入に必要な利用マニュアルを作成することである。 

 

 

B．研究方法 

 本研究では、１．歯科疾患実態調査の遂行と関連する作業についてのシステム開発とマニュアル作

成、および２．令和６年歯科疾患実態調査の実施と併行して行う歯科疾患実態調査の質問回答に関す

るアンケート調査を内容とする。 

 

１．歯科疾患実態調査の遂行と関連する作業についてのシステム開発とマニュアル作成 

１）ア 要求仕様の検討 

 令和４年度までに実施された歯科疾患実態調査の実施状況について調査するとともに、経験者から

のヒアリングを行なって、本システムに求められる要求を策定した。また、従来の歯科疾患実態調査

の調査票を閲覧することで、記録または集計上の誤りにつながると思われる要素を抽出した。さらに

参考として、他の指定統計の実施状況についても調査した。 

 

１）イ アプリケーション開発 

 要求仕様の調査 1).1によって得られた知見に基づいて、第１段階として研究者自身によるプロトタ

イプアプリケーション（調査 Appプロトタイプ）を開発し、研究班内での議論に供した。議論に基づ

いて詳細仕様を検討した。第２段階として、この詳細仕様に基づいて受託開発企業に歯科疾患実態調

査アプリケーション（調査 App）を作成した。本受託契約において、自治体職員、歯科医療従事者を想

定した歯調 Appマニュアルの作成を委託した。 

 

１）ウ マニュアルの作成 

 歯科疾患実態調査の実施にあたっては、必ずしも IT担当部署または技術者による支援が得られると

は限らないことから、（１）アプリケーションの操作はできる限り単純とし、かつ調査票を併用する等

の多様な実施状況に柔軟に対応できることものであること。（２）調査者が IT専門職ではないことを

前提とした平易な表記、画面イメージを含む直感的な内容のマニュアルを配布することとした。アプ

リケーション開発事業者による開発に併せて委託し、研究班による監修を行なった。 

 

２．令和６年歯科疾患実態調査の実施と併行して行う歯科疾患実態調査の質問回答に関するアンケー

ト調査 

 １．にて開発した電子媒体システムについては、歯科疾患実態調査の問診項目をスマートフォンを

用いて回答可能となるようプログラムを開発した。 

 アンケート調査は、愛知県、東京都、栃木県、札幌市、長崎市（調査実施日の順）の協力を得て、

以下の日程と会場にて調査を実施した。 

 

日程 都道府県 会場名 

11 月 6 日 水 愛知県 蟹江町富吉コミュニティ会館 

11 月 13 日 水 東京都 立川市さかえ会館 

11 月 13 日 水 栃木県 県北健康福祉センター 

11 月 18 日 月 北海道 白石東地区センター 

11 月 19 日 火 長崎県 式見地区ふれあいセンター 

11 月 27 日 水 長崎県 西山台自治会館 



    

 アンケート調査の対象者は、各会場で実施されている歯科疾患実態調査終了者に対して、文書に

て、スマートフォンによる問診項目の回答の依頼と説明を行い、同意を得た 73名であった。 

 調査対象者は、個別に準備したＱＲコードを各自のスマートフォンにて読み込み、歯科疾患実態調

査で回答した内容と全く同じ質問項目について、各自のスマートフォンにて回答した。スマートフォ

ンでの問診項目の回答後に、当該プログラムによる回答への簡便さ、および今後の利用意向について

アンケート調査を実施した。 

 本調査の実施にあたっては、国立保健医療科学院の研究倫理審査委員会にて審議・承認（NIPH-

IBRA#24024）を得て、実施した。 

 

 

C．研究結果 

１．歯科疾患実態調査の遂行と関連する作業についてのシステム開発とマニュアル作成 

１）ア 要求仕様の検討 

 歯科疾患実態調査の実施会場は、主として調査地の公共施設が使用されており、小電気器具など電

源の利用が可能である一方で、通信手段は用意されていないこと、また全国に分布していることか

ら、モバイル通信端末（4G/LTEポケットルーター等）のサービスエリア内であることが必ずしも保証

されていないことが明らかとなった。そこで調査 Appは、インターネット常時接続を必要としない、

スタンドアローン型アプリケーションとして設計する必要性を認めた。 

令和４年度実施の歯科疾患実態調査の調査票を閲覧したことで、調査票および集計時に以下の問題が

生じていたことがわかった。 

 

項番 問題点 

１ 調査票記載者の癖字、略字のため、判読が困難な記載が見られた。 

２ 調査票記載の規則に沿っていない記載内容が見られた。（例：口腔内診査記号として、歯科

疾患実態調査の必携に記載のない記号が用いられていた。） 

３ 論理的に整合しない記載内容が見られた。（例：欠損部の歯周ポケット深さの測定値が記載

されている） 

４ 必須記載項目の記載漏れが見られた。 

５ 調査の終了後、調査受検者の情報をまとめた集計票の作成に手間がかかっている。 

（順不同） 

１）イ アプリケーション開発 

 調査 Appプロトタイプの要求要件として、①通信を必要としないスタンドアローンアプリケーショ

ンであること、②操作が簡便であること、③プロトタイプとしてヒアリングやユーザーテストの結果

に基づく改修が容易であることを満たすようなプロトタイプを研究班内で作成した。 

 

（システム構成） 

基幹システム 

 ・Amazon Web Servicesクラウドサービス上に構築された Claris FileMakerデータベース 

クライアントシステム 

 ・iPad 

 ・Claris FileMaker Go 

開発環境 

 ・Windows11 PC 

 ・Claris FileMaker Pro 



    

(ソフトウェア概要) 

 令和４年度歯科疾患実態調査の調査票に基づいて調査項目を整理し、調査項目をデータベースのカ

ラムとした。iPad画面上でタップ入力が容易となるような、大きめのボタンの配置や、ドロップダウ

ンリスト方式のメニューを設けるなど、ユーザーインターフェースの工夫を行なった（図 1）。入力内

容は iPad内のデータベースに保存され、通信環境が整備されていない調査会場であっても入力に支障

がないように配慮した。モバイル通信端末や庁舎 WIFI設備があるところでクラウドに入力内容をアッ

プロードすることで集計が可能となるように設計した（図 2）。 

 

（ソフトウェア改修） 

 調査 Appプロトタイプを歯科疾患実態調査の調査経験者や自治体の担当者に供覧し、意見を聴取し

た。その結果、あらかじめ調査票の自記式調査項目について被験者自身のスマートデバイス（スマー

トホン、タブレット）により記載することで、歯科疾患実態調査に要する時間を削減できる可能性が

あり、さらに口腔内診査に忌避感を有する被験者であっても自記式調査に協力を得られる可能性があ

ることから、ソフトウェア改修において、①被験者自身のスマートデバイスを用いて受付および自記

式調査を行う機能（図 3）を付与し、②調査 Appプロトタイプに寄せられた意見をもとに調査 Appの操

作性の改善を実施した。なお、調査 Appについては、Webページ（＊）に掲載することで公開する予定

である。 

* https://dentalinformatics.jp/home/sicho/ 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 調査 Appプロトタイプの入力画面： 

（紙の調査票をもとに、タップによる指入力が容易となるようなユーザーインターフェースとした。） 

 

 

 

 



    

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2 システム構成： 

 （通信環境が整備されていない調査会場であっても調査が可能である。） 

 

 

 

 
 

図 3 自記式調査項目のスマートデバイス対応画面： 

 （スマートフォンを用いて調査項目をあらかじめ回答し、その結果を QRコードとして調査会場で提

示することができる。） 



    

１）ウ マニュアルの作成 

 調査者向けおよび集計等のバックエンド業務のマニュアルを作成し、本研究の成果として公表する

こととした。調査 Appと同様に研究班が構築した Webサイトにおいて公表する予定である。 

 

２）令和６年歯科疾患実態調査の実施と併行して行う歯科疾患実態調査の質問回答に関するアンケー

ト調査 

 歯科疾患実態調査の日程とあわせて全国６会場にて調査を実施した。調査参加者数は合計 73名であ

り、歯科疾患実態調査参加者数 92名のうち 79.3％が参加した。不参加の者の理由は、「ガラケーのた

め対応できなかった」（６名）が最も多かった。 

 スマートフォンを利用した問診項目への回答は、「紙の問診票と比較して」「とても簡単だった」58

名（79.5％）、「簡単だった」9名（12.3％）であった。また、「スマートフォンを使って、事前受付や

問診項目の記載が可能となった場合、やってみたいですか」の質問に対して「はい」とした者が 64名

（87.7％）であった。これらの質問に対する回答割合は、性別には差はみられなかったが、年齢区分

別には有意な差がみられ、65歳以上の者では「とても簡単だった」と回答した者の割合、およびスマ

ートフォンによる回答意向がある者の割合は、小さかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

D．考察  

 



    

１．歯科疾患実態調査の遂行と関連する作業についてのシステム開発とマニュアル作成 

 歯科疾患実態調査をデジタル化することで、調査の精度向上および省力化につながる知見が得られ

たと考えている。特に従来の調査票を用いた手法で問題となっていた、調査票の記載内容を集計時に

再度解釈するという作業を削減できたことは、デジタル化の大きなメリットであると言える。一方

で、デジタル化はハードウェア、ソフトウェアへの投資が必要となることから、その経済合理性につ

いては、削減し得る人的支出と比べた総合的な判断が必要となると思われるが、本研究においては、

検証できていない。歯科疾患実態調査は、全国に分布する調査会場において約１ヶ月の短い期間で実

施されることから、必要なハードウェア、ソフトウェアを会場相互に融通して使用することが困難で

あることが想定される。iPadはタブレット型コンピューターとして普及しており、自治体においても

業務用として使用されている例があることから、ハードウェア導入コストの面で有利である。 

 アプリケーションのユーザーテストおよび歯科疾患実態調査に併せて実施したアンケート調査にお

いて、調査 Appの使用感を聴取したが、紙の調査票と同等の入力項目としたこと、および入力項目の

制約を設定したことで、入力に迷うことがなく、概ね受容されたものと考えている。アンケート調査

時に追加実装した、被験者が自身のスマートデバイスで事前に設問に回答する方法は、一部スマート

フォンを所持していなかった被験者を除けば、操作に迷うこともなく入力できていた。そのため、受

付や自記式調査項目の聞き取りは極めて迅速に実施することができたことから、この手法の有用性が

示されたものと考えられる。調査 Appは主として自治体所属または自治体に臨時雇用された歯科衛生

士が操作したが、15分程度の実機を用いたインストラクションのみで入力することができ、また被験

者数名を経験する中で操作に習熟し、入力速度の向上が見られたことから、ITの専門知識を持たない

医療従事者であっても調査 Appの使用は困難でなかったと言える。以上より、ユーザビリティ（使い

やすさ）の観点からは、有用なアプリケーションであったと言える。 
 調査データをクラウドのデータベースに格納する仕組みであることから、本調査 Appは集計や統計

処理においても有用性を発揮するものと考えられるが、本研究においては被験者の数が多くないこ

と、および単純な集計しか行っていないことから、有用性を評価することは困難であった。 

 以上のことから、本研究で製作した調査 Appは、歯科疾患実態調査の実施を効率化することに有用

であることが示唆されるものであった。しかし、その効率を定量的に評価するためには、実際の調査

と同等のテストを行う、各自治体が所有する IT資産を把握するなど、更に精密な検証が必要であると

考えられる。 

 

２．令和６年歯科疾患実態調査の実施と併行して行う歯科疾患実態調査の質問回答に関するアンケー

ト調査 

 スマートフォンを利用した問診項目への回答は、「とても簡単」「簡単」を合わせると 97％であり、

かつ次回も回答したいとする者は、87.7％であった。今回の調査は、個別に準備したＱＲコードを各

自のスマートフォンにて読み込み、各自で回答ののち、各自の回答をＱＲコードに置き換え、備え付

けの iPadで読み込むというものであった。会場においては、ＱＲコード読み込みの作業を含めて、目

立ったトラブルもなく回答をいただいたことから、問診項目への回答については、紙媒体に加え、ス

マートフォンを利用した調査票の普及の可能性が示された。 

 スマートフォンによる問診項目への回答は、簡単、かつ今後の利用希望も大きかったものの、回答

には年齢区分による差がみられており、高齢の者では、スマートフォンによる回答には一定の抵抗感

があることが伺えた。また、対象者、とくに高齢者に対しては、ＱＲコード読み込み、および回答に

対する簡単な支援を要する機会も生じていた。会場での実施にあたっては、対象者、とくに高齢者に

対する配慮、具体的には、受付に従事する者、あるいは補助者による簡単な指示を必要とすることが

示された。 

 本調査では、回答には各自のスマートフォンを利用したが、「ガラケー」のためＱＲコード読み込み

ができず、回答できない者が６名あり、回答できなかった理由で最も多かった。今後、スマートフォ



    

ンの普及は進むと考えられるものの、紙媒体による質問票、あるいは貸出可能な回答用のスマートフ

ォンを準備する等の配慮が必要であると考えられた。 

 

 

E．結論 

 歯科疾患実態調査項目の入力補助システムを開発した。入力補助システムには、被験者自身のスマー

トフォンを用いて受付および自記式調査を行う機能を付与し、その使い勝手に関するアンケート調査を

併せて実施した。 

 入力補助システムは、インターネット常時接続を必要としないスタンドアローン型アプリケーション

として設計した。使用する iPadは、ユーザーインターフェースの工夫を行なった。本入力補助システム

は、紙の調査票と比較して、項目入力の精度向上や省力化につながり、かつ集計や統計処理においても

有用性を発揮すると考えられる。これらの有用性については十分な検証ができなかったことから、さら

なる研究の必要性が示された。本研究では、被験者自身のスマートフォンを用いて受付および自記式調

査を行う機能について、歯科疾患実態調査会場にて実証研究を行った。その結果、自身のスマートフォ

ンでの入力は、とても簡単・簡単とした者は約９割であったが、高齢者においてはその割合は小さかっ

た。高齢者に対する配慮、具体的には、受付に従事する者、あるいは補助者による簡単な指示を必要と

することが示唆された。 
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参考資料１： 被験者自身のスマートフォンでの回答依頼を行った際の説明文 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



    

参考資料２：被験者自身のスマートフォンでの回答依頼を行った会場の様子、および QRコード例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


